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茨城県内
2日	 	農林水産省によれば、茨城県の2022年産主食用

米の作付意向（22年4月末現在）は、21年産実績
の61,400haに比べ「1～3％程度減少傾向」、全国
47都道府県では、本県を含む37道府県で減少見
込み

3日	 	厚生労働省によれば、茨城県の2021年の出生数
は16,502人と前年に比べ▲887人の減少、合計特
殊出生率は1.30と同▲0.04ポイントの低下（全国
の出生数は81万1,604人と6年連続で減少し過去
最少、合計特殊出生率は1.30）

10日	 	茨城県によれば、2021年度におけるつくば霞ヶ
浦りんりんロードの利用者数（推計値）は11.0万
人と前年に比べ＋4.8％の増加、広域レンタサイ
クルの貸出台数は3,161台と同＋3.8％の増加

20日	 	茨城空港は、株式会社フジドリームエアライン
ズ（FDA）による、「茨城～種子島」（9月24～26日）、
「茨城～小松」（9月27～29日）チャーター便の運
航を公表

21日	 	水戸市は、「水戸市納豆の消費拡大に関する条例」
を制定、7月10日を「納豆の日」として、納豆の
消費拡大や市内産業の活性化及び市民の健康増
進に寄与

23日	 	厚生労働省によれば、茨城県の2021年度分国民
年金保険料の現年度納付率は72.18％と前年度に
比べ＋2.33ポイントの上昇、全国の同納付率は
73.85％と同＋2.36ポイントと10年連続の上昇

24日	 	茨城県は、県内海水浴場の水質調査結果を公表、
調査対象16か所すべての海水浴場で、国が定め
る海水浴場としての水質に適合、最上位評価の
AAが8か所、Aが6か所、Bが2か所

24日	 	茨城労働局によれば、茨城県内における2021年
度のハローワークを通じた障害者の就職件数は
2,136件、前年に比べ＋4.2％と2年振りに増加、
就職率は48.7％と同▲2.0ポイントの低下

30日	 	茨城県によれば、茨城県の一般行政職（管理職
等以外）の期末・勤勉手当の平均支給額（2022
年6月支給分、平均年齢38.20歳）は、60万3,907
円と前年に比べ▲11.03%の減少

30日	 	茨城県によれば、2022年1～3月期の県内実質経
済成長率（GDP、季節調整済み）は前期比年率
換算で＋8.7％と2四半期連続のプラス成長、財
貨・サービスの純移出等や民間最終消費支出な
どがプラスに寄与

国内・国外
1日	 	政府は、入国者数上限を1日1万人から1日2万人に引

上げ、世界の国・地域を3グループに分類し、リス
クの程度に応じて入国時の検疫措置（検査・待機）
を緩和、10日から外国人観光客の新規入国を認め
る（旅行代理店を受入責任者とする場合に限る）

3日	 	日本労働組合総連合会によれば、2022年春季賃
金引上げ回答額（5月31日時点）は、平均賃金方
式（加重平均）で6,049円、2.09％と前年同時期
を＋816円、＋0.30ポイント上回る

6日	 	気象庁は、関東甲信で梅雨入りしたと発表、平
年に比べ1日早い。27日　関東甲信で梅雨明けし
たと発表、平年に比べ22日早い（統計開始以来
最も早い梅雨明け）

7日	 	政府は、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太
の方針）2022」、「新しい資本主義のグランドデ
ザイン及び実行計画・フォローアップ」を閣議
決定

8日	 	財務省「国際収支状況（速報）」によれば、2022年
4月中の経常収支は＋5,011億円と前年に比べ	
▲6,286億円黒字幅が縮小、うち貿易収支は▲6,884
億円と同▲9,706億円減少し赤字転化

9日	 	ECB理事会は、量的緩和措置である資産購入プロ
グラム（APP）を7月1日に終了することを決定し、
次回7月会合で金利を25ベーシスポイント引上げ
る意向を表明

14～	 米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル
15日	 	ファンド（FF）金利の誘導目標を1.50～1.75％に

75ベーシスポイント引き上げを決定

15日	 	日本政府観光局（JNTO）によれば、5月の訪日外
国人客数は147,000人で2019年同月に比べ▲94.7％
の減少。2か月連続で10万人越え

17日	 	日本銀行は、「長短金利操作付き量的・質的金融
緩和」の継続を決定

20日	 	内閣府は、6月の月例経済報告で、わが国の景気
は、「持ち直しの動きがみられる」と判断を据置

21日	 	一般社団法人	日本経済団体連合会によれば、2022
年夏季賞与・一時金の大手企業妥結額（第1回	
集計、加重平均）は92万9,259円と前年に比べ	
＋13.8％の増加

27日	 	日本銀行「資金循環統計」（速報）によれば、家
計保有の金融資産残高（2022年3月末）は2,005
兆円と前年同期に比べ＋2.4％の増加。現金・預
金が同＋2.9％、投資信託が同＋10.4％の増加、
株式等が同▲0.6％の減少

経済トピックス　2022年6月

6 月 7 日に「経済財政運営と改革の基本方針 2022（骨太
の方針）」が閣議決定されました。骨太の方針は、政権の
重要課題や来年度の予算編成の方向性を示すものです。
以下では、骨太の方針における「新しい資本主義に向け
た改革」について説明していきます。

今回の骨太の方針では、「新しい資本主義」の実現に向
けて、「人」「科学技術・イノベーション」「スタートアッ
プ」「グリーン」「デジタル」を重点投資分野としています。

1 つ目の「人への投資と分配」では、デジタル化や脱炭
素化という大きな変革の中で、創造性を発揮し付加価値
を生み出していく原動力は「人」であるとしています。

また、民間投資を喚起して生産性を向上することで収
益・所得を大きく増やすだけでなく、「人への投資」を拡
大することにより、次なる成長の機会を生み出すことが
自律的な経済成長の実現に不可欠であるとしています。
そのため、人への投資は、他の4つの重点投資分野に共通
する基盤への中核的な投資として位置づけられています。

具体的には、働く人のスキルアップ・デジタルなどの
成長分野への移動を支援する 3 年間 4,000 億円規模の施策
パッケージ、男女賃金格差の開示、賃上げ促進税制の拡
充、最低賃金の引き上げ、貯蓄から投資のための「資産
所得倍増プラン」の年内策定などを掲げています。

2つ目の「科学技術・イノベーションへの投資」では、社
会課題を経済成長のエンジンへと押し上げていくために
は、科学技術・イノベーションの力が不可欠としています。

量子、ＡＩ、バイオテクノロジー等の国益に直結する分
野における国家戦略の明示、官民
連携による科学技術投資の抜本拡
充、研究開発投資を拡充する企業
へのインセンティブ付与などを掲
げています。

3 つ目の「スタートアップへの投
資」では、新しい資本主義の担い
手であるスタートアップが新たに
生まれ、活躍できる環境を整備す
ることで、戦後日本の創業期に次
ぐ「第二創業期」の実現を目指すと
しています。

「スタートアップ育成 5 か年計
画」を年内に策定し、資金調達環
境の整備や人材の育成・確保など

を行うとしています。
4 つ目の「グリーントランスフォーメーションへの投

資」では、2050 年のカーボンニュートラルに向け、10 年
間で 150 兆円規模の官民投資に向けた構想の具体化、新
たなエネルギーや脱炭素電源の導入拡大に向けた新ス
キームの具体化などを掲げています。

5 つ目の「デジタルトランスフォーメーションへの投
資」では、デジタル改革・規制改革・行政改革の一体的
推進、物流・人流分野のDXや標準化、あらゆる技術を活
用するためのテクノロジーマップの整備・実装、マイナ
ンバーカードの普及への取組などを掲げています。 

こうした成長分野へ重点的に投資を行う背景として、
経済の長期停滞と人手不足の深刻化というわが国の課題
の解決があげられます。

日本銀行の試算によるわが国の潜在成長率は、1990 年
以降低下を続け、足元では 0.1%程度まで低下しています。
また、少子高齢化によって生産年齢人口（15 歳〜64 歳）
の減少が続き、上昇してきた女性や高齢者の労働参加率
も今後は頭打ちになっていく中で、わが国の人手不足は
さらに深刻化していきます。

今回の骨太の方針で掲げる重点分野への投資を積極的
に進めていくことで、労働供給が先細りしても、資本ス
トックの増加や生産性の上昇が潜在成長率を引き上げて
いくことが期待され、日本が抱える課題の解決につなが
ると考えられます。

（主任研究員　山田　浩司）

経済情報ピックアップ
「骨太の方針　新しい資本主義に向けた改革」について

経済情報ピックアップ

新しい資本主義に向けた改革

人への投資と分配

・ 働く人のスキルアップ・デジタルなどの成長分野への移動
を支援する 3 年間 4,000 億円規模の施策パッケージ

・人的投資に関する非財務情報の開示、男女賃金格差の開示 
・賃上げ促進税制の抜本的拡充、最低賃金の引上げ 
・「貯蓄から投資」のための「資産所得倍増プラン」の年内策定

科学技術・イノベーションへの
投資

・量子、AI、バイオテクノロジーなどの分野での国家戦略明示 
・官民連携による科学技術投資の抜本拡充 
・研究開発投資を拡充する企業へのインセンティブ付与 
・イノベーションの創出拠点である大学の抜本強化

スタートアップへの投資
・戦後日本の創業期に次ぐ「第二創業期」の実現 
・スタートアップエコシステム育成の 5 か年計画の年内策定 
・IPO プロセスの見直し、企業を支える人材の育成・確保

グリーントランスフォーメー
ション（GX）への投資

・ 今後 10 年間で 150 兆円超の官民投資を実現するため、成
長促進と排出抑制を共に最大化する効果を持つ、「成長志向
型カーボンプライシング構想」の具体化

・「GX 経済移行債（仮称）」による財源の先行調達 
・EV 化に向けた蓄電池の大規模投資促進、車両購入支援

デジタルトランスフォーメー
ション（DX）への投資

・デジタル改革・規制改革・行政改革の一体的推進 
・ 物流・人流分野の DX や標準化、あらゆる技術を活用する

ためのテクノロジーマップの整備・実装
・マイナンバーカードの普及への取組
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